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平成 16年 3月期 中間決算短信(連結)

上 場 会 社 名       株式会社　九州親和ホールディングス 上場取引所 東・大・福
コード番号       8 3 4 0 本社所在都道府県

  （ＵＲＬ　http://www.ksfg.co.jp/）    長崎県

代　　表　　者　役職名　代表取締役社長

　　　　　　　　氏　名　小田　信彦　　　　　　　　　　　　　

問合せ先責任者　役職名　取締役総合企画グループマネージャー

　　　　　　　　氏　名　森　三 四　　　　　　　　　　　　　　 TEL (0956)26-4105

中間決算取締役会開催日　　平成15年11月25日 特定取引勘定設置の有無　無

米国会計基準採用の有無　　 無

１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年 9月中間期 32,586 △ 4.9 △ 27,323 － △ 22,144 －
14年 9月中間期 34,277 － 3,473 － 2,271 －
15年 3月期 68,618 △ 5,377 639

円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 △ 73.23 －
14年 9月中間期 7.45 －
15年 3月期 1.48 －
(注)①持分法投資損益    15年 9月中間期　△13百万円　　14年 9月中間期　△ 6百万円   15年 3月期　△ 4百万円 
    ②期中平均株式数（連結）　　15年 9月中間期　普通株式　304,969,497株　　第一回優先株式　30,000,000株

14年 9月中間期　普通株式　304,966,557株　　第一回優先株式　   163,934株

15年 3月期　　　普通株式　305,160,836株　　第一回優先株式　15,041,095株
    ③会計処理の方法の変更　　 無

    ④経常収益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
株主資本 １株当たり
比率 株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭 ％

15年 9月中間期 2,605,581 102,980 4.0 238.69 7.02
14年 9月中間期 2,711,404 125,599 4.6 411.97 8.31
15年 3月期 2,684,038 124,895 4.7 310.53 8.17
(注)期末発行済株式数（連結）　 15年 9月中間期　普通株式　304,968,215株　　第一回優先株式　30,000,000株

14年 9月中間期　普通株式　304,878,134株　　第一回優先株式　30,000,000株

15年 3月期　　　普通株式　304,986,586株　　第一回優先株式　30,000,000株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 △ 10,415 △ 67,834 △ 1,699 89,430
14年 9月中間期 △ 14,589 △ 7,361 △ 49 96,520
15年 3月期 21,379 34,564 △ 5,104 169,365

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　 連結子会社数　８社   持分法適用非連結子会社数　－社   持分法適用関連会社数　２社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　 連結（新規）　－社　（除外）　３社　持分法（新規）　－社　（除外）　－社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

　

百万円 百万円 百万円

65,000 △ 23,800 △ 20,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 　△66円81銭

  ※ 上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる
　 結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項については、資料の５ページ「３．経営成績及び財政状態
　 の(１)経営成績 ③通期の見通し」を参照願います。

平成15年11月25日

通　　期

連結自己資本比率
（国内基準）

現金及び現金同等物

期  末 残 高キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

経常収益

経 常 収 益 経 常 利 益 中間(当期）純利益

１株当たり中間

経常利益 当期純利益

(当期)純利益
潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

営業活動による 投資活動による

総  資  産 株  主  資　本
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平成１６年３月期 中間連結決算短信添付資料 

 
１．企業集団の状況 
  
（１）事業の内容  
  当社グループは、当社、子会社８社及び関連会社（持分法適用会社）２社で構成され、銀行業務を中心

に、銀行事務代行業務、リース業務、クレジットカード業務等の金融サービスを提供しております。                                

  当社の経営体制および主な連結子会社等を図示すると以下のとおりとなります。  
   

 

 

（２）関係会社の状況 

当中間連結会計期間において次のとおり重要な関係会社の異動がありました。 

 

合併 

  平成 15 年４月１日、当社の傘下銀行である株式会社親和銀行と株式会社九州銀行は株式会社親和銀行を

存続会社として合併いたしました。また、親和ビジネスサービス株式会社と九銀ビジネスサービス株式会

社、しんわシステムサービス株式会社と九友コンピュータサービス株式会社につきましても、それぞれ親

和ビジネスサービス株式会社、しんわシステムサービス株式会社を存続会社として合併いたしました。 

  本合併により、連結子会社であった株式会社九州銀行及び九銀ビジネスサービス株式会社ならびに九友

コンピュータサービス株式会社は消滅会社となり、関係会社に該当しないこととなりました。 

株式会社九州親和ホールディングス 
（平成15年９月30日現在）

＜事務代行業務＞

親和ビジネスサービス株式会社

＜システム開発・電算業務＞

しんわシステムサービス株式会社

＜担保不動産評価・調査業務＞

しんわ不動産サービス株式会社

＜調査研究業務＞

＜銀行業務＞ 株式会社親和経済文化研究所

＜株式公開支援業務＞

しんわベンチャーキャピタル株式会社

＜リース業務＞

大成ファイナンス株式会社

＜クレジットカード業務＞

九州ユニオンクレジット株式会社

しんわディーシーカード株式会社

＜信用保証業務＞

西九州保証サービス株式会社

株式会社親和銀行

総 合 企 画 グ ル ー プ

監
査
役
会

営 業 企 画 グ ル ー プ

審 査 企 画 グ ル ー プ

経 営 管 理 グ ル ー プ

株
主
総
会

取
締
役
会

グ
ル
ー

プ
経
営
会
議

事務システムグループ

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

リ
ス
ク
管
理
委
員
会

総 務 グ ル ー プ

監 査 グ ル ー プ

人 事 企 画 グ ル ー プ
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２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

当社は、「新しい時代のニーズを的確に捉え、総合的な金融サービスを提供する地域金融モデ

ルを創造する」という経営統合ビジョンのもと、「地域に役立つ金融グループの創造」、「質の高

い情報・サービスの提供」、「地域経済の発展への貢献」を経営の基本方針としております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

    当社は、グループ内の経営効率化を積極的に推進し、財務体質の強化により内部留保の充実と

株主の皆さまへの安定的な配当実施を基本方針としております。 

    しかしながら、当社の子会社である株式会社親和銀行では今後のリレーションシップバンキン

グの機能強化への対応として、企業再生と不良債権最終処理に向けた引当強化にともない、当期

純損失を計上することになりましたことから、誠に遺憾ながら、当中間期ならびに期末の普通株

式への配当を見送る方針とさせていただきます。 

なお、優先株式への配当につきましては、１株につき６円２５銭とさせていただきます。 

 

（３）中長期的な経営戦略 

    当社の子会社である親和銀行は、平成１５年４月より第１次中期経営計画「新たなる挑戦  

－創生編－」をスタートさせております。計画ではこの２年間を新銀行の礎を築く「創生期」と

位置づけ、具体的には、次の基本方針に基づき収益力を強化し、「地域をしっかり支える銀行」、

お客さまにこれまで以上にお役に立てる「プラスのある銀行」となることを目指しております。 

＜基本方針＞ 

○合併効果の早期実現による経営の再構築 

    合併の３大効果（営業基盤の強化、経営資源の集約、経営効率化の促進）を、スピードをもっ 

   て最大限に実現し、収益力に秀でた強固な経営基盤を構築します。 

○総合金融サービス業への進化 

    様々なお客さまのニーズにお応えするため、金融コンサルティング機能を強化し、「総合金融 

   サービス」の拡充を図ります。 

○役職員一体となった組織の活性化 
    新銀行の統合ビジョンの実現に向けて、全役職員がベクトルを一つに全力で取り組み、働きが

いと躍動感溢れる組織を目指します。 
  ＜目標とする経営指標＞ 

   本計画の平成１７年３月期到達目標は、以下のとおりです。 

① コア業務純益２１９億円 

② ＲＯＡ(総資産コア業務純益率) ０.８０％ 

③ オーバーヘッドレシオ（ＯＨＲ）６３.３％ 

 

（４）対処すべき課題 

    当面の経営課題は以下のとおりです。 

①合併効果の早期実現 

 すでに公表しております「経営の健全化のための計画」及び中期経営計画にしたがい、ネッ

トワークの活用による収益基盤の拡充と徹底した経営効率化を進め、合併効果を早期に実現さ

せてまいります。 

 

②地域経済活性化への取り組み 

  平成１５年３月、平成１５～１６年度の２年間を集中改善期間とする「リレーションシップ 
バンキングの機能強化に関するアクションプログラム」が発表されました。これを受けて親和 

銀行では「リレーションシップバンキングの機能強化計画」を策定し、今後この計画に則り、

中小企業の再生と地域経済の活性化に積極的に取り組んでまいります。 
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策 

 

  【コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方】 

    当社では、九州親和フィナンシャルグループが一体となって、金融グループとしての社会的責

任を果たすため、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つとして捉え、業務の健全

性と適切性の確保に努めています。 

    経営組織につきましては、当社および子銀行の取締役の少数化を進めることにより、取締役会

の責任の明確化と機能強化を図っています。監査組織では社外監査役を含め、監査役５名を選任

し、取締役の業務執行に対し監査機能の強化に努めています。 

 

  【コーポレート・ガバナンスに関する施策】 

法令等遵守につきましては、「コンプライアンス委員会」を設置し、グループ全体の法令等遵

守態勢を管理することにより、適切な業務運営の確保に努めています。 

具体的には、九州親和フィナンシャルグループの｢グループ倫理憲章｣や｢クレジットポリシー｣

を全役職員の行動規範としていますほか、業務監査委員会では、子銀行の業務執行について外部

の第三者弁護士から定期的に評価、提言を受けるなど、コーポレート・ガバナンスの充実に努め

ています。 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

①当中間期の概要 

 当社の子会社である親和銀行は、本年４月に九州銀行と合併し、５月には新銀行の最大の経営

課題でありましたシステム統合をスムーズに成し遂げる一方で、「営業基盤の強化、経営資源の

集約、経営効率化の推進」という統合効果を早期に実現しながら収益力強化に努めてまいりまし

た。 
 この結果、平成１５年度中間期の親和銀行（単体）の業績は、経常収益については資金需要の

低迷などで資金収益が伸び悩みましたが、徹底した経費削減に取り組みました結果、本業の利益

を示すコア業務純益は１０５億円を計上することができました。また、年間ベースでは前年比

８％増加の２１８億円を計上する見込みとなり、基礎的な収益力は着実に増加しております。 
 当中間期の不良債権処理への対応としましては、下記の方針に基づき積極的に取り組み、一般

貸倒引当金の繰入として４６億円ならびに個別貸倒引当金繰入等３１２億円を計上しましたた

め、経常利益は△２６３億円となり、中間純利益は△２１８億円となりました。 
この結果、当社グループ連結業績は当初予想を下回り、連結経常収益は３２５億８６百万

円、連結経常費用は５９９億１０百万円となり、連結経常利益は△２７３億２３百万円、連

結中間純利益は△２２１億４４百万円となりました。 

    なお、グループ全体の連結自己資本比率につきましては、前期末比１.１％低下し７.０％

となりました。 

 

  ②不良債権処理について 

 本年３月、主要行を対象とした「金融再生プログラム」に続き「リレーションシップバン

キングの機能強化に関するアクションプログラム」が政府から打ち出され、地域金融機関に

対しては、向こう２年間を「集中改善期間」と位置づけ、企業再生と地域経済の活性化と同

時に不良債権問題の解決を図るための指針が示されました。 

 このような経営環境を踏まえ、親和銀行は不良債権問題に決着をつけ、地元経済の活性化

に積極的に取り組むという強い決意のもと、以下の対応により大幅に引当を強化することで、

今後の企業再生や不良債権の最終処理を加速させることといたしました。 

 

ａ．資産査定の厳格化 

   企業再生への取り組み強化ならびに信用リスク管理強化の観点から、企業の経営実態 
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や将来にわたる収益性などを検証し、資産査定の一層の厳格化に取り組みました。 

ｂ．担保評価の見直し 

   担保不動産については、最終処理による追加損失が発生しないよう、最終処分価格や

地価下落傾向を考慮して担保評価の厳正化に努めました。 

 

  ③通期の見通し 
連結業績予想としては、経常収益６５０億円、経常利益△２３８億円、当期純利益△２００億

円、また、当社の単体業績としては、営業収益１６億円、経常利益１２億円、当期純利益１２億

円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態 

 

  ①資産・負債等の状況 

    総資産につきましては、当中間期末残高は２兆６，０５５億円となりました。主な内訳として 
は、貸出金は企業の資金需要の低迷と地公体向け貸出の減少等を要因として、前年同期比９６億 
円減少し、期末残高は１兆９,１０５億円となりました。一方、有価証券は運用の多様化に努めま 
した結果、前年同期比２２４億円増加し、期末残高は４，８９９億円となりました。 
負債につきましては、当中間期末残高は２兆５，０２４億円となりました。主な内訳としては、 
預金は前年同期比２８９億円減少し、期末残高は２兆３，７１８億円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当中間期の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローがコ 

ールローンによる運用の増加等により１０４億円のマイナスとなりましたほか、投資活動による 

キャッシュ・フローは国債をはじめとする有価証券取得による支出等により６７８億円のマイナ 

ス、また、財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金支払等により１６億円の 

マイナスとなりました。 

その結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度末比７９９億３５百万円減少の８９４億 

３０百万円となりました。 
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（参考資料） 

 

収益力強化へ向けた取り組みについて 

 
当社の子会社である株式会社親和銀行の平成 15 年度の業績は、大幅な不良債権処理を実施するた
め、中間期、通期ともに最終損失を計上する見込みとなりました。 
ついては、平成 16 年度以降の収益のＶ字回復へ向け、「経営健全化計画」、第 1 次中期経営計画「新
たなる挑戦－創生編－」及び「リレーションシップバンキングの機能強化計画」に掲げた諸施策を下

記のとおり、更に踏み込んで実施してまいります。 
 

記 

 
１．基礎的収益力の強化 

今回の抜本的な不良債権処理により、平成 16 年度以降は業績回復を見込めますが、地域経済
回復の遅れ、金融環境の変化などに耐えうる強固な経営基盤を築くためには、基礎的な収益力で

あるコア業務純益のなお一層の増強が必要です。 
今年度のコア業務純益は、前年比 17 億円増の 218 億円と大きく向上する見込みです。 
また、ＯＨＲにつきましても、今年度は 62.25％となる見込みで、50％台が視野に入る水準ま
で大きく改善する見込みです。 
今後も統合効果の早期実現と営業収益の増強で、収益力を更に強化してまいります。 

【コア業務純益・ＯＨＲ】                        （億円・％） 

13/3 14/3 15/3 16/3 16/3見込み  

実績 実績 実績 計画  前年比 計画比 

コア業務純益 176 182 201 197 218 17 21 
Ｏ Ｈ Ｒ 67.12 68.34 64.42 66.67 62.25 ▲2.17 ▲4.42 

（注）ＯＨＲ＝経費／業務粗利益           （13/3～15/3は親和銀行と九州銀行の 2行合算。） 

（１）統合効果の早期実現 

①今年度の統合効果 
合併初年度の経費は 361 億円と前年比 34 億円の削減となり、統合効果を着実に実現できる
見込みです。 

【経費】                                    （億円） 

13/3 14/3 15/3 16/3 16/3見込み  

実績 実績 実績 計画  前年比 計画比 

経  費 428 415 395 394 361 ▲34 ▲33 

（13/3～15/3は親和銀行と九州銀行の2行合算。） 

②経営効率化の加速 
統合効果を早期に実現するため、経営効率化のスピードを更に加速いたします。 
平成 14～17 年度の 4 年累計で 145 億円を見込んでいた経費削減効果に、更に 60 億円程度
を上積みして、200 億円を超える経営コストの削減を実現いたします。 
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ａ．人 員 
人員数については、出向・転籍の推進、早期転進支援制度の実施などにより、今年度末

には平成 17 年 3 月末計画の 2,400名を 1 年前倒しで達成する見込みです。 
今後は、2,000名体制を目指して、人員計画を見直してまいります。 

【人員数】                                  （人） 

13/3 14/3 15/3 16/3 16/3見込み  

実績 実績 実績 計画  前年比 計画比 

人 員 数 2,939 2,786 2,582 2,500 2,400 ▲182 ▲100 

（13/3～15/3は親和銀行と九州銀行の2行合算。） 

ｂ．店 舗 
店舗については、この 2 年間で重複店舗を中心に 31 カ店の統廃合を実施して、平成 17
年 3 月末には 149 カ店となる見込みです。 
その後は、新規出店やリロケーション、店舗形態の見直しなども絡めて戦略的な店舗展

開を実施し、更に 10 カ店程度の統廃合を検討してまいります。 

【店舗数】                                    （店） 

13/3 14/3 15/3 16/3 16/3見込み  

実績 実績 実績 計画  前年比 計画比 

店 舗 数 196 189 180 169 166 ▲14 ▲3 

（13/3～15/3は親和銀行と九州銀行の2行合算。） 

ｃ．関連会社 
関連会社については、「収益力の強化」、「業務の効率化」による「グループ総合力の発揮」

を目指し、経済合理性による各社の存在価値を見極めた上で統合再編を実施いたします。 

（２）営業収益の増強 

①中小企業取引の強化 
中小企業取引については、無担保・第三者保証不要のスピードローンをはじめ、私募債の受託、

保証協会との提携などによる新商品開発、法人向けインターネットバンキングの開発など、幅広

いニーズに対応できる商品・サービスの充実強化を図ります。 

②個人向けローンの推進 
住宅ローン推進のため、住宅ローンセンターの設置や地場ハウスメーカーとの提携拡大を行っ

てまいります。 

また、新型のリフォームローンやカードローンなどの商品開発やダイレクトチャネルでの消費

者ローンなど、非対面でのニーズにも積極的に対応してまいります。 

③手数料収益の増強 
投資信託、保険商品の取扱拡大やＡＴＭ提携の拡大などの推進により、フィービジネスの強化

に注力し、手数料収益の増強を図ります。 

２．不良債権残高の圧縮 
今回の引当強化により、当中間期におけるリスク管理債権額と同比率は 2,532億円、13.24％と 
なりました。これは同規模他行に比べ高い水準にあり、不良債権残高の圧縮は、新銀行の喫緊の経 
営課題であると認識しております。 
このため、「集中改善期間」が終了する平成 17 年 3 月までに、リスク管理債権額を約 1,000億円 
程度圧縮し、リスク管理債権比率 7％台を目指してまいります。 
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（１）企業再生支援 

①支援体制 

企業再生に向けては、審査部に取引先の経営改善を支援する「企業経営支援グループ」及び

大口与信先や業種別の事業再生を支援する「企業再生グループ」を設けるとともに、地域の拠

点である佐世保・長崎・福岡の統括店舗に事業再生支援の専門部署「融資第二グループ」を設

置して、本部・営業店一体となった支援体制を構築しております。 

②支援先の拡大 

既に経営改善に取り組んでいる取引先約 170 社に新たに約 350 社を加え、経営改善支援対象
先を約 520 社に拡大して、「集中改善期間」における集中的な取り組みを強化してまいります。 

（２）信用リスク管理 

信用リスクについては、大口与信先、業種別などのリスク管理を強化し、与信ポートフォリ

オの改善を図ってまいります。                              

大口与信先については、その業況変化が経営に与える影響が大きいことから、与信リスクの

分散・逓減は経営の重要課題であることを十分認識し、１企業グループあたりのクレジットラ

イン設定など管理を強化し、今後のリスク発生の回避に努めてまいります。 

また、業種についても、業種別の専任審査担当者を配置し、業種別審査マニュアルを作成す

るなど、審査能力を強化いたします。 

（３）不良債権の最終処理 

不良債権については、債務者区分に応じた取り組み方針を明確にして対応いたします。特に

破綻懸念先企業については、事業の存続可能性を見極めて対応し、再生可能性があると判断し

た場合は、事業再生のための方策を講じる一方、再建見込が乏しいと判断した企業については、

法的処理を含めた最終処理を進めてまいります。 

最終処理については、担保不動産の流動化促進を図るとともに、直接償却・債権流動化・バ

ルクセール等によるオフバランス化を引き続き推進してまいります。 

３．自己資本比率回復へ向けて 

今回の処理により、当社連結の自己資本比率は 7.02％となりました。（親和銀行（単体）は
6.98％です。）これは資産査定の厳格化による引当強化によって、将来のリスクへの対応を強め
た結果といえます。 

今後は、前述の収益力強化へ向けた取り組みによって内部留保の着実な積み上げを図り、自己

資本比率の早期回復を目指してまいります。 

以 上 
 

 
本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 
こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものであります。 
将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。 
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(資産の部)

現 金 預 け 金 90,026        101,183       △ 11,157    174,131       △ 84,105    

コールローン及び買入手形 53,728        100,681       △ 46,953    503           53,225       

買 入 金 銭 債 権 52            11,062        △ 11,010    58            △ 6         

商 品 有 価 証 券 154           95            59           156           △ 2         

金 銭 の 信 託 3,000         2,980         20           -            3,000        

有 価 証 券 489,915       467,470       22,445       425,635       64,280       

貸 出 金 1,910,506     1,920,184     △ 9,678     2,005,704     △ 95,198    

外 国 為 替 3,236         1,161         2,075        2,091         1,145        

そ の 他 資 産 16,792        15,603        1,189        12,799        3,993        

動 産 不 動 産 61,676        63,243        △ 1,567     62,367        △ 691       

繰 延 税 金 資 産 39,367        36,156        3,211        35,706        3,661        

支 払 承 諾 見 返 33,650        57,555        △ 23,905    33,402        248          

貸 倒 引 当 金 △ 95,930     △ 65,975     △ 29,955    △ 68,519     △ 27,411    

投 資 損 失 引 当 金 △ 594        -            △ 594       -            △ 594       

資 産 の 部 合 計 2,605,581     2,711,404     △ 105,823   2,684,038     △ 78,457    

(負債の部)

預 金 2,371,874     2,400,824     △ 28,950    2,444,589     △ 72,715    

譲 渡 性 預 金 53,118        67,681        △ 14,563    36,704        16,414       

コールマネー及び売渡手形 3,696         6,508         △ 2,812     3,958         △ 262       

債券貸借取引受入担保金 -            -            -           1,165         △ 1,165     

借 用 金 11,623        17,009        △ 5,386     11,937        △ 314       

外 国 為 替 20            45            △ 25        12            8            

そ の 他 負 債 12,648        14,193        △ 1,545     11,143        1,505        

賞 与 引 当 金 1,089         1,306         △ 217       1,184         △ 95        

退 職 給 付 引 当 金 14,647        20,298        △ 5,651     14,804        △ 157       

債 権売 却 損 失引 当 金 -            9             △ 9         -            -           

連 結 調 整 勘 定 76            -            76           87            △ 11        

支 払 承 諾 33,650        57,555        △ 23,905    33,402        248          

負 債 の 部 合 計 2,502,445     2,585,433     △ 82,988    2,558,990     △ 56,545    

(少数株主持分)

少 数 株 主 持 分 155           371           △ 216       152           3            

(資本の部)

資 本 金 35,000        35,000        0 35,000        0

資 本 剰 余 金 89,638        89,638        0 89,638        0

利 益 剰 余 金 △ 23,217     2,271         △ 25,488    639           △ 23,856    

その他有価証券評価差額金 2,286         △ 661        2,947        321           1,965        

自 己 株 式 △ 727        △ 648        △ 79        △ 703        △ 24        

資 本 の 部 合 計 102,980       125,599       △ 22,619    124,895       △ 21,915    

負 債 、 少 数 株 主 持 分

及 び 資 本 の 部 合 計

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  中間期末(A)

  平成14年度

  中間期末(B)

△ 78,457    2,605,581     2,711,404     △ 105,823   2,684,038     

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表（主 要 内 訳）

( A - B ) ( A - C )
科　　　　目

（単位：百万円）

比   較 比   較平成14年度末

(C)

  平成15年度
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平成 15年度 平成 14年度 比　　較 平成14年度

中 間 期 (A) 中 間 期 (B) （ A - B ） （ 要 約 ）

32,586 34,277 △ 1,691 68,618

資 金 運 用 収 益 28,230 29,659 △ 1,429 57,851

( う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 26,150 ) ( 27,192 ) ( △ 1,042 ) ( 53,930 )

(うち有価証券利息配当金） ( 2,052 ) ( 2,397 ) ( △ 345 ) ( 3,821 )

役 務 取 引 等 収 益 3,507 3,502 5 7,094

そ の 他 業 務 収 益 178 367 △ 189 1,376

そ の 他 経 常 収 益 671 747 △ 76 2,296

59,910 30,803 29,107 73,996

資 金 調 達 費 用 1,791 2,399 △ 608 4,411

( う ち 預 金 利 息 ） ( 1,323 ) ( 1,644 ) ( △ 321 ) ( 3,163 )

役 務 取 引 等 費 用 1,698 1,626 72 3,352

そ の 他 業 務 費 用 9 539 △ 530 164

営 業 経 費 19,140 20,512 △ 1,372 40,211

そ の 他 経 常 費 用 37,270 5,725 31,545 25,857

494 289 205 6,710

256 94 162 286

48 2,261 △ 2,213 1,509

△ 4,993 △ 923 △ 4,070 △ 1,110

2 58 △ 56 8

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間（当期）純利益

（ △ は 経 常 損 失 ）

科　　　　目

経 常 収 益

経 常 費 用

（単位：百万円）

比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書（主 要 内 訳）

（△は税金等調整前中間(当期)純損失）
3,667

中 間 ( 当 期 ） 純 利 益
2,271△ 22,144

法人税、住民税及び事業税

少 数 株 主 利 益

（△は中 間 (当期 ) 純損失）

法 人 税 等 調 整 額

△ 24,415 639

△ 27,086 △ 30,753 1,046

△ 27,323 3,473 △ 30,796 △ 5,377
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平成15年度 平成14年度 比　　較 平成14年度

中間期 (A) 中間 期(B) ( A - B )

89,638    74,638    15,000    74,638    

-        15,000    △ 15,000 15,000    

-        15,000    △ 15,000 15,000    

-        -        -        -        

89,638    89,638    0 89,638    

639       -        639       -        

 -       2,271     △ 2,271  639       

-        2,271     △ 2,271  639       

23,856    -        23,856    -        

1,712     -        1,712     -        

22,144    -        22,144    -        

△ 23,217 2,271     △ 25,488 639       

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

優先株式の発行による剰余金増加高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

中 間 純 損 失

利益剰余金中間期末（期末）残高

比 較 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

( 単位：百万円）

科　　　　目

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高
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( 単位：百万円）
平 成 15 年 度 平 成 14 年 度 比   較 平 成14年度
中 間 期 (A) 中 間 期 (B) ( A - B )

Ⅰ
税金等調整前中間（当期）純利益
(△は税金等調整前中間（当期）純損失)

減価償却費　 1,221         1,342        △ 121     2,756      

連結調整勘定償却額 △ 10         -           △ 10      △ 21      

持分法による投資損益(△) 13            6            7          4          

貸倒引当金の増加額 27,410        △ 6,706     34,116     △ 4,162   

投資損失引当金の増加額 594           -           594        -         

債権売却損失引当金の増加額 -            1            △ 1       △ 8       

賞与引当金の増加額 △ 95         △ 291       196        △ 413     

退職給付引当金の増加額 △ 156        180          △ 336     △ 5,313   

資金運用収益 △ 28,230     △ 29,659    1,429      △ 57,851  

資金調達費用 1,791         2,399        △ 608     4,411      

有価証券関係損益(△) 71            1,053        △ 982     6,102      

金銭の信託の運用損益（△） △ 63         19           △ 82      38         

為替差損益(△) △ 14         △ 10        △ 4       △ 15      

動産不動産処分損益(△) 181           65           116        △ 346     

貸出金の純増(△)減 95,198        73,734       21,464     △ 15,185  

預金の純増減(△) △ 72,714     △ 35,975    △ 36,739  7,788      

譲渡性預金の純増減(△) 16,414        29,621       △ 13,207  △ 1,355   

△ 313        △ 165       △ 148     △ 237     

預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減 4,169         5,219        △ 1,050   5,115      

コールローン等の純増(△)減 △ 53,218     △ 84,465    31,247     26,708     

コールマネー等の純増減(△) △ 262        476          △ 738     △ 2,073   

債券貸借取引受入担保金の純増減(△) △ 1,165      -           △ 1,165   1,165      

外国為替(資産)の純増(△)減 △ 1,144      △ 210       △ 934     △ 1,140   

外国為替(負債)の純増減(△) 7             41           △ 34      8          

資金運用による収入 29,212        32,574       △ 3,362   62,854     

資金調達による支出 △ 1,667      △ 2,424     757        △ 4,544   

その他 500           △ 4,395     4,895      △ 2,877   

小    計 △ 9,356      △ 13,900    4,544      22,452     

法人税等の支払額 △ 1,059      △ 689       △ 370     △ 1,073   

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 10,415     △ 14,589    4,174      21,379     

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 125,408    △ 87,764    △ 37,644  △ 117,269 

有価証券の売却による収入 17,842        26,102       △ 8,260   70,263     

有価証券の償還による収入 43,367        56,163       △ 12,796  80,504     

金銭の信託の増加による支出 △ 3,000      △ 1,000     △ 2,000   △ 1,000   

金銭の信託の減少による収入 -            -           -         2,961      

動産不動産の取得による支出 △ 1,300      △ 1,061     △ 239     △ 3,059   

動産不動産の売却による収入 713           198          515        2,231      

子会社株式取得による支出 △ 49         -           △ 49      △ 67      

その他 -            0            0          -         

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 67,834     △ 7,361     △ 60,473  34,564     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出 -            -           -         △ 5,000   

配当金支払額 △ 1,693      -           △ 1,693   -         

少数株主への配当金支払額 △ 1          △ 2         1          △ 2       

自己株式の取得による支出 △ 19         △ 46        27         △ 102     

自己株式の売却による収入 14            -           14         -         

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,699      △ 49        △ 1,650   △ 5,104   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 14            10           4          15         

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 79,935     △ 21,990    △ 57,945  50,854     

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 169,365       118,511      50,854     118,511    

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末）残高 89,430        96,520       △ 7,090   169,365    

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書

借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△)

区　　　　分

1,046      △ 27,086     3,667        △ 30,753  

営業活動によるキャッシュ・フロー
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項  
（１）連結子会社                        ８社 
 会社名 

      株式会社親和銀行         株式会社親和経済文化研究所 
     親和ビジネスサービス株式会社   しんわベンチャーキャピタル株式会社 
     しんわシステムサービス株式会社  九州ユニオンクレジット株式会社 
     しんわ不動産サービス株式会社   大成ファイナンス株式会社 
  （２）非連結子会社 
       該当ありません。 
  
 ２．持分法の適用に関する事項 
 （１）持分法適用の非連結子会社 
        該当ありません。 
  （２）持分法適用の関連会社              ２社 
     会社名 
      西九州保証サービス株式会社 
      しんわディーシーカード株式会社 
  （３）持分法非適用の非連結子会社 
      該当ありません。 

    （４）持分法非適用の関連会社 
      該当ありません。 
      
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
      連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。 
 

 ４．会計処理基準に関する事項 

  （１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 
     商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま 

す。 
 （２）有価証券の評価基準及び評価方法 
（イ）有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては、中間連結決算

日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のな

いものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しておりま 
す。 

 （ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され 
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

 （３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
    デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
 （４）減価償却の方法 
    ① 動産不動産 
     銀行業を営む連結子会社の動産不動産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に 
取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し､年間減価償却費見積 
額を期間により按分し計上しております。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物    ３年～５０年   
    動産    ３年～２０年 
     その他の連結子会社の動産不動産については、主として定率法を採用し、税法基準の償 
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却率により償却しております。 

     ② ソフトウェア 
      自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定める利用可能期間（主と 

して５年）に基づく定額法により償却しております。 
   （５）貸倒引当金の計上基準 
     銀行業を営む連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと 

おり計上しております。 
     破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。） 

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権に 

ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見 

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は 

経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債 

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、 

その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に

基づき計上しております。 

   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該 

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の 

引当を行っております。 

     なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等の一部については、債権額から 

担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と 

して債権額から直接減額しており、その金額は６９，００４百万円であります。 
  その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して 
必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回 
収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

  （６）投資損失引当金の計上基準 
     銀行業を営む連結子会社の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券

の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 
  （７）賞与引当金の計上基準 
  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額 
のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

  （８）退職給付引当金の計上基準 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付 
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以

下のとおりであります。 
  過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１０年） 

による定額法により損益処理 
  数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（主として１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理 
  （９）外貨建資産・負債の換算基準 
     銀行業を営む連結子会社の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場によ

る円換算額を付しております。 
外貨建取引等の会計処理につきましては、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下

「業種別監査委員会報告第２５号」という。）を適用しております。 

また、先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他資産」中のそ

の他の資産又は「その他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、当中間連結

会計期間からは、業種別監査委員会報告第２５号に基づき総額で表示するとともに、「その他 
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資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上しております。この変更に伴い、   

従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は２，９０９百万円増加、「その他負債」

は２，９０９百万円増加しております。 
（10）リース取引の処理方法 

  当社及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ 
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（11）重要なヘッジ会計の方法 
  当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、従来  
の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッ 
ジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成１５年度から２年間にわたって、資金調達費用 

として期間配分しております。 
  なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は４４３  

百万円であります。 
（12）消費税等の会計処理      
  当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
（13）税効果会計に関する事項 

中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当社及び連結子会社の決算期に 

おいて予定している利益処分方式による不動産圧縮積立金の積立て及び取崩しを前提として､ 

当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。 

（14）資本連結に関する事項 
  企業結合に関する資本連結手続は、連結原則に基づく会計処理を行っております。 
  
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金   

預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                                                           
                              株式会社 九州親和ホールディングス                                                                                   

 - 16 - 

 
注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 
 

１．有価証券には、関連会社の株式１５８百万円を含んでおります。 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は４３，４５５百万円、延滞債権額は、１４７，４９０百万円であ 

ります。      

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に 

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に

規定する事由が生じている貸出金であります。 

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支 

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４１５百万円であります。 

   なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６２，３５５百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は     

２５３，７１６百万円であります。 

    なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これ

により受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分で

きる権利を有しておりますが、その額面金額は、３８，１１９百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 
 有価証券     ３００百万円 
担保資産に対応する債務 
 支払承諾     ２４９百万円 
上記のほか、為替決済、歳入代理店の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価 
証券９２，５９１百万円及び預け金６百万円を差し入れております。 
また、動産不動産のうち保証金権利金は４，０５３百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、５３５，０１１百万円であり

ます。これらはすべて原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであ

ります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ

らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、連結子会

社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契

約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必

要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．動産不動産の減価償却累計額    ４２，０３１百万円 

10．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 

  ４，９００百万円が含まれております。 
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（中間連結損益計算書関係） 
 

その他経常費用には、貸倒引当金繰入額３５，３５６百万円を含んでおります。 

   

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

平成１５年９月３０日現在 

 現金預け金勘定            ９０，０２６百万円 
   定期預け金                △ ６百万円 
   当座預け金                        △ ２５９百万円 
普通預け金                △ ２３４百万円 

   別段預け金                    △ ０百万円 
郵貯預け金                  △ ９５百万円 

   現金及び現金同等物          ８９，４３０百万円 
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セグメント情報 
 
 １．事業の種類別セグメント情報  
      連結会社は銀行業以外の事業を一部で営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占 
める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 ２．所在地別セグメント情報 
    在外支店及び在外子会社がないため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 
 ３．国際業務経常収益 
    国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略して

おります。 
 
 
生産、受注及び販売の状況 
 
 銀行持株会社としての業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 
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有価証券関係

　中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、「その他資産」中の出資金を含めて記載しております。

Ⅰ　前中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年９月30日現在）

（単位：百万円）

(注)１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。　　　　　　　　　

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成14年９月30日現在）

（単位：百万円）

(注)１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。　　　　　　　　　

　　３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、時価が取得

　　　原価まで回復する見込みがないものと判断し、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間連結

　　　会計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

　　　　当中間連結会計期間における減損処理額は、962百万円（全額株式）であります。

　　　　なお、減損処理にあっては、個別銘柄毎に過去一定期間における時価と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握

　　　するとともに、発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務内容の検討等により、総合的に判断しております。

３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成14年９月30日現在）

(単位：百万円）
その他有価証券

私募事業債
非上場株式（店頭売買株式を除く）

信託受益権

Ⅱ　当中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成15年９月30日現在）

該当ありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成15年９月30日現在）

（単位：百万円）

(注)１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。　　　　　　　　　

　　３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

　　　復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中

　　　間連結会計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

　　　　当中間連結会計期間における減損処理額は、89百万円（全額株式）であります。

　　　　なお、減損処理にあっては、個別銘柄毎に過去一定期間における時価と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握

　　　するとともに、発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務内容の検討等により、総合的に判断しております。

　　　

2,559

5,861

1,000

45,125 3,258

種　　類

3,197

938

306

中間連結貸借
評 価 差 額

対照表計上額

3,154

3

2 -

中間連結貸借
対照表計上額

時 価 差 額

24,498

119

う　ち　益 う　ち　損

13 0

種　　類

119 -
国 債 15,945 15,958 13

3

地 方 債 4,617 4,736

社 債 24,330 168 171
そ の 他 400 2

303

402

合 計 45,293 45,596

う　ち　損

株 式 48,594 43,560 △ 5,033 1,128 6,162

種　　類 取 得 原 価
う　ち　益

42

国 債 186,395 187,801 1,406 1,443 37

債 券 339,502 342,657

地 方 債 75,704 76,642 937

社 債 77,402 78,213 810
36,827 37,572 744

0

815 4
932

う　ち　益 う　ち　損

187

合 計 424,924 423,790 △ 1,134 5,258 6,392

そ の 他

取 得 原 価
中間連結貸借

評 価 差 額
対照表計上額

5,650 2,391
債 券 378,990 378,245 △745 1,401 2,146
株 式 41,866

国 債 227,492 226,300 △1,191

633 217

地 方 債 66,497 66,528 30
416 1,608
351 320

1,734 407
社 債 85,001
そ の 他 54,580 55,907 1,326

85,416 415

8,786 4,946合 計 475,438 479,277 3,839
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成15年９月30日現在）
(単位：百万円）

その他有価証券
私募事業債

非上場株式（店頭売買株式を除く）

Ⅲ　前連結会計年度末

１．売買目的有価証券(平成15年３月31日現在)
（単位：百万円）

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成15年３月31日現在)

該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの(平成15年３月31日現在)
（単位：百万円）

(注)１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

　　３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

　　　復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会

　　　計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　　　当連結会計年度における減損処理額は7,852百万円（全額株式）であります。

　　　　なお、減損処理にあっては、個別銘柄毎に過去一定期間における時価と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握　　

　　　するとともに、発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務内容の検討等により、総合的に判断しております。　

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成14年４月1日　至 平成15年３月31日）

該当ありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成14年４月1日　至 平成15年３月31日）
(単位：百万円）

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成15年３月31日現在)

（単位:百万円）
その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）
私募事業債

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額(平成15年３月31日現在)

（単位：百万円）

―
―

3,280          株 式 ―　 ―　 ―　

5,275
5,910

種　類 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

0

種　　類 取 得 原 価
連結貸借対照

評 価 差 額
表 計 上 額 う　ち　益 う　ち　損

35,757 △ 3,973

売買目的有価証券 156

417 4,391
債 券 345,336 349,402 4,066 4,677 610
株 式 39,731

国 債 186,402 187,799 1,396

1,489 7

地 方 債 62,252 63,440 1,188
1,999 602
1,188 0

874 425
社 債 96,681
そ の 他 29,922 30,371 448

98,162 1,481

5,969 5,428

種　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

合 計 414,990 415,531 541

その他有価証券 69,097 2,002 196

5,950
4,235

１０年超

債 券 53,910        183,401       91,424        24,901         

種　類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内

24,901         
地 方 債 764           14,309        48,366        
国 債 23,505        113,063       26,328        

社 債 29,640        56,028        16,729        

5,301          
合 計 53,910        193,937       100,060       33,483         
そ の 他 ―　 10,536        8,635         
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金銭の信託関係

Ⅰ　前中間連結会計期間末

１．満期保有目的の金銭の信託（平成14年９月30日現在）

該当ありません。

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成14年９月30日現在）

該当ありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間末

１．満期保有目的の金銭の信託（平成15年９月30日現在）

該当ありません。

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成15年９月30日現在）

該当ありません。

Ⅲ　前連結会計年度末

１．運用目的の金銭の信託（平成15年３月31日現在）

該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成15年３月31日現在）

該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成15年３月31日現在）

該当ありません。

その他有価証券評価差額金

Ⅰ　前中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金（平成14年９月30日現在）

　中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
評価差額

その他有価証券

 (＋)繰延税金資産

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前)

 (△)少数株主持分相当額

 (＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

Ⅱ　当中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金(平成15年９月30日現在）

　中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

評価差額

その他有価証券

 (△)繰延税金負債

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前)

 (△)少数株主持分相当額

 (＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

△ 1,134

2,286

△ 1,134

△ 1

－

△ 661

473

△ 660

2,287

－

△ 0

3,839

3,839

1,552
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Ⅲ　前連結会計年度末

○その他有価証券評価差額金(平成15年３月31日現在）

　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

評価差額

その他有価証券

 (△)繰延税金負債

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前)

 (△)少数株主持分相当額

 (＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

322

－

△ 1

541

541

218

321


